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研究成果の概要（和文）：本研究は、景気変動が健康の水準に与える影響とその背景にあるメカニズムを日本の
データを用いて実証的に明らかにすることを目的とした。本研究の成果は、次の２点にまとめることができる。
第一に、景気変動が健康状態に及ぼす影響は、日本においてはこれまで多くの国で観察されていた景気循環的な
影響がみられないことが、複数のデータや健康指標を用いて検証された。第二に、メカニズムの一つである所得
受取が健康状態に与える影響は、平均的には認められなかった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this project is to explore the impact of business cycle on 
health and the mechanism behind using Japanese data. The results are summarized as the following two
 points. First, the relationship between business cycle and health is not found to be pro-cyclical 
in contrast to findings from other developed countries. The result is robust with multiple measures 
of health. Second, the income receipt is unlikely to be a key mechanism to explain the relationship 
between business cycle and health. 

研究分野：医療経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、景気変動という社会経済状況の変化が人間の健康状態へ与える影響が、どのような理由で、またど
のような人に対しておこるのか、ということを明らかにしている。研究の結果は、景気変動が健康に与える影響
は年齢や性別また労働時間により異なることを示した。この結果は、経済状況が健康状態に与える負の影響を減
少させるための有効な政策は、影響の異質性を考慮し、対象に合致した政策の介入を行う必要があることを意味
している。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
1. 研究開始当初の背景 
 
 人の健康状態は生物学的な要因だけでなく、環境的な要因や自身の行動により大きく影響
を受ける。とりわけ、社会経済状況が健康に与える影響は政策上重要な課題であり、経済
学、社会学、社会疫学の分野で長年にわたり研究が蓄積されてきた。その中でも、特に近
年、欧州の経済危機後、景気変動から健康がどのように影響を受けるのかに関して関心が
集まっている。この関心の中心には、景気後退期の経済政策のあり方、特に医療福祉分野
への配分がどのようにあるべきかという政策的な観点からの問題意識がある。しかしなが
ら、その問題解決に対する鍵となる、景気後退が健康状態にどのような影響を、また誰に
対して与えるかという課題に対する実証的なコンセンサスは未だ得られていない。 
 
2. 研究の目的 
 
 本研究の目的は、景気変動が健康の水準と格差に与える影響とその背景にあるメカニズム
を日本のデータを用いて実証的に明らかにすることである。 
 
3. 研究の方法 

 
 本研究では、医療経済学と家計消費のミクロ実証分析の研究者が複数の大規模データを用
いて、景気変動が健康の水準に与える影響のメカニズムを、時間配分や所得（流動性）の
変化という角度から分析した。分析に対して、死亡の個票データや家計の消費実態の調査、
全国の大規模社会調査という特徴あるデータを利用し、回帰分析を中心に目的に適した手
法を適宜選択し実証分析を行うことで、より明確に景気と健康の関係の背後にあるメカニ
ズムを特定化する。 
 
4. 研究成果 
 
 研究成果として 4点を明らかにした。なお当初予定していた景気変動が健康の格差に与
える影響は、格差指標の技術的な検討に時間を要したため、研究期間中には結果をまとめ
ることができなかった。 
 
(1)  第一の研究では、景気変動が健康の水準に与える影響を 1978年から 2016年の長期
の日本の死亡率の都道府県集計データを用いて、景気変動が死亡率に与える影響を分
析した。分析期間の日本においては、先進国のデータにより繰り返し報告されてきた
景気の後退が死亡率に与える正の影響は見られないことが示された。この理由として、
男女別、死因別、年齢別に景気変動が死亡率に与える影響の方向性が異なり、正の影
響と負の影響が相殺されて平均的には 0近くになっている可能性が示唆された。具体
的には、男性では心疾患に一部の年代で景気非循環的な影響が検出されること、また
1995年以降に男性の自殺が景気後退とともに著しく増加すること、が部分的にみられ
る景気後退がもたらす健康への正の影響を打ち消している。また、これまで報告され
てきた景気循環的な影響を牽引する事故の減少が観察されない点も日本の特徴といえ
る。これらの結果は、景気変動は健康に対して多様なメカニズムを通し個人の属性に
より異質な影響を与えるという知見を補強するものである。 

 
(2)  第二の研究では、厚生労働省「国民生活基礎調査」と「人口動態調査（死亡票）」を
用いて、性別・年齢・死因または健康状態別での影響を詳細に分析することで、どの
ような経路を通して健康に影響を与えるのかに関する考察を行った。具体的には、景
気変動が健康水準に与える影響を 1997 年から 2016 年の国民生活基礎調査の健康票の
データを用いて、景気変動が健康状態（主観的健康観、自覚症状の有無、日常生活の
支障の有無、定期的な通院の有無）に与える影響を分析した。また、合わせて同期間
に人口動態調査（死亡票）の個票を用いて景気変動が死亡に与える影響を分析した。
両データを用いた分析から、概ね第一の研究と整合的な結果を得た。 
 さらに、考察により労働時間の変化が鍵となるメカニズムであることが示唆された
ため、労働時間別の影響の差異ごとの影響の差を分析した。結果として、健康の悪化
は長時間労働を行なっている個人において景気後退期に悪化することが示された。こ
の結果は、日本において景気が健康に与える景気非循環的な影響の一部を説明すると
考えられる。 
 
(3)  第三の研究では、メカニズムとして所得増加が健康に影響を与えるという可能性を
想定した上で、遺産相続による資産の増加に着目しそれが健康に与える影響の推定を
試みた。しかしながら遺産相続にも内生性が存在することが多くの研究で指摘されて
いるためこの問題の克服が重要となる。内生性が生じる原因としてまず親の早期の死
亡は遺伝的要因や共通の生活習慣を通じて子の健康状態と相関する可能性があること



が挙げられる。つぎに遺産を遺せる親は経済的に恵まれている傾向がありそのような
親を持つ者は幼少期から栄養状態がよいかもしれない（したがって大人になってから
の健康状態もよい）。最後に親が子の健康状態などの属性に応じて遺産の配分を変え
る可能性がある。 
 本研究では若年女性を対象とする慶應義塾大学「消費生活に関するパネル調査」の
データを用いて回答者本人の親からの相続ではなく回答者の配偶者の親からの相続に
よる資産の増加が回答者の健康に与える影響を推定した。これにより親子間の遺伝的
つながりによる内生性を完全に排除できる。一方裕福な家庭で育った者同士の結婚が
多ければ二番目の内生性は完全に排除できないかもしれない。しかしパネルデータの
特長を活かして固定効果モデルを用いることで観察できない親の裕福さ（及び回答者
の幼少期の栄養状態）をある程度コントロールできるため内生性によるバイアスを小
さくすることは可能である。最後に遺産配分が内生的に決まる可能性については回答
者による親の介護の影響を考慮したモデルを推定することで対処した。具体的には遺
産相続を自然実験と見なし相続額が大きかった者たちを介入群相続額が小さかった者
たちを比較対照群とし両者の相続前後の健康の変化（の差）を even-study approach
と差分の差の推定(DID)により推定した。健康指標としては、主観的健康観および１年
以内の精神的健康状態の悪化を用いた。 
 推定の結果、回答者の両親と回答者の配偶者の両親のいずれからの相続においても、
平均的には健康状態に有意な影響を与えることは見つからなかった。一方で、社会経
済状況下位の家計においては規模の大きな遺産の受取が主観的健康観を改善するとい
う結果が得られた。この健康改善は、所得受取後の労働供給の減少と関係している可
能性がある。 
 
(4)  第四の研究では、メカニズムの一つである景気変動による健康投資行動の変化に注
目し、厚生労働省「国民生活基礎調査」を用いて、景気変動が健康診断およびがん検
診の受診に与える影響について検証した。この研究においては、景気変動が健康に長
期的な影響を与える可能性のある要因として健康投資行動、とりわけ健康診断・がん
検診の受診の変化に注目して研究を行った。時系列および都道府県別の完全失業率の
差異を利用し、回帰分析により個人の属性および都道府県の固定効果、年固定効果、
および都道府県別の線形トレンドを制御した上で、景気変動が健康診断と５つのがん
検診の受診に与える影響を分析した。分析の結果、失業率の上昇は健康診断およびす
べてのがん検診の受診確率を統計的に有意に低下させることが示された。また、この
結果は、男女に共通して見られた。一方で、推定結果の統計的有意性と影響の規模は
年齢群により異なった。景気後退が健康診断とがん検診の受診を減少させるという結
果は、景気後退への曝露が長期的には健康状態に負の影響を与える可能性を示唆して
いる。 
 
５．主な発表論文等 
 
〔雑誌論文〕（計 3 件） 
 
① 濱秋純哉（2019）「社会保険料の帰着の考え方」『健康保険 2019 年 1 月号』「大局
大説」健康保険組合連合会発行.16-22.（査読無） 

 
② 井深陽子（2019）「市区町村による予防接種費用助成の意思決定」『Progress in 
Medicine』39:63-66. （査読無） 

 
③ Eric B. French Jeremy McCauley Maria Aragon Pieter Bakx Martin Chalkley Stacey 
H. Chen Bent J. Christensen Hongwei Chuang Aurelie Co t̂e -́Sergent Mariacristina 
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Gastaldi-Me ńager Mette Gørtz Yoko Ibuka John B. Jones Malene Kallestrup-Lamb 
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